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２ 新たな大都市制度の創設 

（内閣府、総務省、財務省） 

【提案内容】 
 

（１）新たな大都市制度の創設 

・圏域における連携を推進し、市域内において地方が行うべき事

務を大都市が一元的に担うことを基本とする「特別自治市」を

創設すること。 

 

（２）大都市税源の拡充強化 

・大都市特有の財政需要や事務配分の特例等に対応するため、 

国・道府県から指定都市への税源移譲を行うこと。 

 

＜提案の背景＞ 

本市は、市民に最も身近な基礎自治体として、質の高い行政サービスを

提供するだけでなく、大都市特有の行政需要に的確に対応するとともに、

圏域の中心都市として、当地域ひいては国全体の発展をけん引していくこ

とが期待されている。こうした役割を将来にわたり着実に果たしていくた

めには、都市の能力と役割に見合う権限・税財源を兼ね備えた、この圏域

にふさわしい大都市制度の創設が必要である。 

 

（新たな大都市制度の創設） 

圏域における連携を推進し、自らの責任と権限、財源に基づく総合的・

一体的な市政運営が可能となるよう、事務・権限の移譲を可能な限り進め

るとともに、市域内において地方が行うべき事務を大都市が一元的に担う、

行財政面で自主・自立した「特別自治市」を創設すべきである。 

 

（大都市税源の拡充強化） 

新たな大都市制度が創設されるまでの間、指定都市が大都市特有の財政

需要や、道府県に代わって行政サービスを提供する事務配分の特例に対応

し、自主的かつ自立的な行財政運営を行えるよう、国・道府県からの個

人・法人所得課税及び消費・流通課税に係る複数税目の税源移譲により大

都市税源の拡充強化を図るべきである。 

また、新たに国・道府県から事務・権限が指定都市へ移譲される場合に

必要な財源についても、指定都市へ税制上の措置を講ずるべきである。 

「平成31年度 国の施策及び予算に関する重点事項の提案
（平成30年7月）名古屋市」より
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道府県に代わって 

行政サービスを提供 

 

●地方自治法に基づくもの 
児童福祉 

食品衛生 

土地区画整理事業 など 

 

●その他法令に基づくもの 
  国・道府県道の管理 

定時制高校人件費 

  衛生研究所 など 

大都市特有の財政需要 

 

●法人需要・インフラ需要 
企業活動支援 

道路整備 

下水道整備 など 

 

●都市的課題から発生する需要 
生活保護費 

保育所関係経費 

ホームレス対策費 など 

 

税源移譲により大都市税源の拡充強化が必要 

～～名名古古屋屋市市ががめめざざすす大大都都市市制制度度のの基基本本的的なな考考ええ方方～～ 

  
「名古屋市の自立」と「名古屋大都市圏の一体的な発展」をめざす 

基 本 理 念 

～～大大都都市市税税源源のの拡拡充充強強化化～～ 

基 本 的 な 視 点 

行財政面における自主・自立 圏域全体をけん引 地域ニーズへのきめ細かな対応 

 
・特例的・部分的な事務配分 

・大都市が担う事務、役割に対応できてい 

ない税財政制度 

 
・人口減少社会の到来や高齢化の進展 

・国際的な都市間競争の激化 

・地域コミュニティの機能低下 

・公共施設老朽化に伴う保全・更新費用の

増加 

大都市を取り巻く状況 

・リニア中央新幹線の開業 

・南海トラフ巨大地震発生に対する懸念等 

・圏域を取り巻く厳しい経済環境 

・広域的な取組みに対するニーズの高まり 

名古屋大都市圏を取り巻く状況 指定都市制度の問題点 

 

◆当圏域の自治体との連携を推進し、

強い大都市圏の形成をめざす。 

 

◆当圏域の中心都市として連携の核

となり、強力なリーダーシップを

発揮する。 

 

圏域における自治体連携の推進 
 

◆市域内において地方が行うべき事務を本市が一元的に担うこ

とを基本とする「特別自治市」を創設する。 

◆地域ニーズにきめ細かく対応するため、住民自治の充実を図

る。 

◆大都市に求められる役割や特有の行政需要に対応した 

新たな税財政制度を構築する。 

「特別自治市」の創設 

基 本 的 な 方 向 性 


